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条 例 
 

 亀岡市議会委員会条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

 

   平成２９年２月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１号 

 

亀岡市議会委員会条例の一部を改

正する条例 

 

 亀岡市議会委員会条例（昭和４８年亀岡市条

例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条の２第２項中「７人」を「８人」に改

める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市部設置条例の一部を改正する条例をこ

こに公布する。 

 

   平成２９年２月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２号 

 

亀岡市部設置条例の一部を改正す

る条例 

 

 亀岡市部設置条例（平成１２年亀岡市条例第

１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条市長公室の項第３号を次のように改め

る。 

⑶ 定住促進対策に関すること。 

 第２条健康福祉部の項を次のように改める。 

健康福祉部 

⑴ 社会福祉に関すること。 

⑵ 高齢者対策及び介護保険に関すること。 

⑶ 保健衛生及び医療に関すること。 

⑷ 少子化対策及び子育て支援に関すること。 

 

   附 則 

 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 
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規 則 
 

 学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整備に関する規則をここに公布する。 

 

   平成２９年２月２１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１号 

 

学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整備に関する規則 

 

（亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例施行規則の一部改正） 

第１条 亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例施行規則（平成２１年亀岡市規則第７号）の

一部を次のように改正する。 

 第１４条第２項第２号中「小学校」を「小学校（義務教育学校の前期課程を含む。以下同

じ。）」に改める。 

 （亀岡市社会体育施設条例施行規則の一部改正） 

第２条 亀岡市社会体育施設条例施行規則（平成２６年亀岡市規則第１０号）の一部を次のように

改正する。 

 第７条第２号中「小学校、中学校」を「小学校、中学校及び義務教育学校」に改める。 

 別記第５号様式中 

「 

⑵ 市内の小学校・中学校・高等学校の教育活動及び幼稚園・保育所の保

育活動に使用するため 

                                     」 

を 

「 

⑵ 市内の小学校・中学校・義務教育学校・高等学校の教育活動及び幼稚

園・保育所の保育活動に使用するため 

                                     」 

に改める。 
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 （ガレリアかめおか条例施行規則の一部改正） 

第３条 ガレリアかめおか条例施行規則（平成

１８年亀岡市規則第７号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第９条第１号ア中「小学校、中学校」を

「小学校、中学校、義務教育学校」に改める。 

 （亀岡市交流会館条例施行規則の一部改正） 

第４条 亀岡市交流会館条例施行規則（平成 

１８年亀岡市規則第８号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第７条第１項第１号中「小学校、中学校」

を「小学校、中学校、義務教育学校」に改め

る。 

（亀岡市都市公園有料公園施設使用規則の一

部改正） 

第５条 亀岡市都市公園有料公園施設使用規則

（平成１８年亀岡市規則第２０号）の一部を

次のように改正する。 

 第７条第１項第７号中「小学校」を「小学

校（義務教育学校の前期課程を含む。）」に

改める。 

 第８条第１項第１号中「小学校、中学校」

を「小学校、中学校、義務教育学校」に改め

る。 

（亀岡市営住宅管理条例施行規則の一部改正） 

第６条 亀岡市営住宅管理条例施行規則（平成

９年亀岡市規則第４０号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第３条の３第３号中「小学校」を「小学校

（義務教育学校の前期課程を含む。）」に改

める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２９年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

告 示 
 

 亀岡市告示第１１号 

 

 亀岡市奨学金支給要綱（平成１４年亀岡市告

示第１４４号）の一部を次のように改正する。 

 

   平成２９年２月３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第２条第３号中「別に定める収入基準額に達

しない者」を「世帯全員が市・府民税非課税で

あること。」に改める。 

 第４条中「全ての者の所得に関する証明書ま

た」を「世帯全員の市・府民税非課税証明書又

は」に改める。 

 別表第３中 

「 

 

                    」 

を 

「 

 

                    」 

に改める。 

 別記第１号様式中「世帯全員の所得証明書」

を「世帯全員の市・府民税非課税証明書」に改

める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、平成２９年４月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 

 

１０月から１１月末日まで １月 

９月から１０月末日まで １２月
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 亀岡市告示第１２号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市総務部税務課において保管し、

送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２９年２月３日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

   平成２８年度軽自動車税納税通知書 

２ 送達を受けるべき者 

 住 所 氏 名 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１３号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定によ

り、下記の国民健康保険被保険者証は無効としたので告示する。 

 

   平成２９年２月３日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 
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亀１１２３－７５００１ 

１ 保 険 者   亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

 

２ 交付した日   平成２８年４月１日 

 

３ 無効になる日  平成２９年２月３日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１４号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成２９年２

月６日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市土木建築部土木管理課において、平成２９年２月６日から平成 

２９年２月２０日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２９年２月６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

供用開始告示をする路線 

路 線 
番 号 路  線  名 

 起        点  

 
延 長 

 最小幅員

終        点  最大幅員

13092 堂 ノ 前 正 田 線 

 

 
亀岡市馬路町堂ノ前106番先  

 
3,600.00m 

7.00m

亀岡市千歳町国分正田106番先 13.00m

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

１０１条及び第１０２条の規定により、平成 

２９年２月１５日下記の事件につき、亀岡市議

会臨時会を亀岡市議場に招集する。 

 

   平成２９年２月８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

付議事件 

 

１ 平成２８年度亀岡市一般会計補正予算

（第４号） 

２ 亀岡市部設置条例の一部を改正する条例

の制定について 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１６号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２９年２月９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１１１１－８１００６ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２８年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２９年２月９日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１７号 

 

 亀岡市放置自転車の防止に関する条例（平成

５年亀岡市条例第１４号）第１１条の規定によ

り、放置自転車の撤去、保管について次のとお

り告示する。 

 

   平成２９年２月９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 撤去した理由 

亀岡市放置自転車の防止に関する条例第９

条に違反して、自転車放置禁止区域に放置さ

れていたため。 

２ 撤去した区域 

ＪＲ亀岡駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ馬堀駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ並河駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ千代川駅前自転車放置禁止区域 

３ 撤去した日時 

平成２９年２月９日（木） 

午後１時～午後３時 

４ 撤去し、保管した台数  ３台 

５ 保管場所  ＪＲ馬堀駅前自転車等駐車場 
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６ 保管期間  告示の日から３箇月間 

７ 返還期間  月曜日～土曜日 午前１０時～午後７時 

８ 返還を受けるための手続き 

① 撤去された自転車は、保管場所で引き取ることができる。 

② 返還の申請には、自転車の鍵、印鑑、住所・氏名を明らかにできるものが必要である。 

③ 撤去・保管に要した費用として１台２，０００円を負担する。 

９ 引取りのない場合の措置 

保管期間を経過しても引き取りのない自転車は、関係法令等の規定により処分する。 

 

 ※ 連絡先 土木建築部 土木管理課 電話 0771（25）5043 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１８号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市総務部税務課において保管し、

送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２９年２月１０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏名又は名称 

1 
督促状 平成28年度第4期分 
固定資産税・都市計画税 

省略 省略 

2 
督促状 平成28年度過1期分 
市府民税 

省略 省略 

3 
督促状 平成28年度過1期分 
市府民税 

省略 省略 

4 
督促状 平成28年度過1期分 
市府民税 

省略 省略 

5 
督促状 平成28年度過1期分 
市府民税 

省略 省略 

6 
督促状 平成28年度第4期分 
市府民税 

省略 省略 
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7 
督促状 平成28年度第4期分 
市府民税 

省略 省略 

8 
督促状 平成28年度第4期分 
市府民税 

省略 省略 

9 
督促状 平成28年度第4期分 
市府民税 

省略 省略 

10 
督促状 平成28年12月分 
市府民税（特別徴収） 

省略 省略 

11 
督促状 平成28年度全期分 
軽自動車税 

省略 省略 

12 
督促状 平成28年度全期分 
軽自動車税 

省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１９号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定によ

り、下記の国民健康保険被保険者証は無効としたので告示する。 

 

   平成２９年２月１３日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀２１０６－３２００８ 

１ 保 険 者   亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

 

２ 交付した日   平成２８年６月２７日 

 

３ 無効になる日  平成２９年２月１３日 

 

「掲示済」 



 
亀 岡 市 公 報 

 11

第８６６号平成２９年３月１５日発行 

 亀岡市告示第２０号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市環境市民部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２９年２月１４日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏 名 

1 更正通知 平成28年度 国民健康保険料 省略 省略 

2 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

3 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

4 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

5 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

6 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

7 更正通知 平成28年度 国民健康保険料 省略 省略 

8 督促状 
平成28年度 
第5期分 

国民健康保険料 省略 省略 

9 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

10 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

11 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

12 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

13 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

14 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

15 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 



 
亀 岡 市 公 報 

 12 

第８６６号平成２９年３月１５日発行 

16 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

17 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

18 督促状 
平成28年度 
第7期分 

国民健康保険料 省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２１号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定によ

り、下記の国民健康保険被保険者証は無効としたので告示する。 

 

   平成２９年２月１５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀０７０９－１２１１２ 

１ 保 険 者   亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

 

２ 交付した日   平成２８年４月１日 

 

３ 無効になる日  平成２９年２月１５日 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２２号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１０１条の規定に基づき、平成２９年２月２７日亀岡

市議会定例会を亀岡市議場に招集する。 

 

   平成２９年２月２０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２３号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成２９年２

月２０日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市土木建築部土木管理課において、平成２９年２月２０日から平成

２９年３月６日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２９年２月２０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

供用開始告示をする路線 

路 線 
番 号 路  線  名 

 起        点  

 
延 長 

 最小幅員

終        点  最大幅員

15067 国 分 新 田 線 

 

 
亀岡市千歳町国分一口67番先  

 
290.00m 

5.00m

亀岡市千歳町毘沙門市殿垣内新田3番先 11.00m

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２４号 

 

 学校教育法等の一部を改正する法律の施行に

伴う関係告示の整備に関する告示を次のように

定める。 

 

   平成２９年２月２１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

学校教育法等の一部を改正する法

律の施行に伴う関係告示の整備に

関する告示 

 

 （亀岡市スポーツ賞表彰規程の一部改正） 

第１条 亀岡市スポーツ賞表彰規程（昭和６０

年亀岡市告示第３５号）の一部を次のように

改正する。 

 第３条第６号中「小学校」を「小学校（義

務教育学校の前期課程を含む。）」に改める。 

（亀岡市税等口座振替収納事務取扱要綱の一

部改正） 

第２条 亀岡市税等口座振替収納事務取扱要綱

（昭和４７年亀岡市告示第１８号）の一部を

次のように改正する。 

 別記第１号様式及び別記第２号様式の放課

後児童会負担金の項中「小学校」を削る。 

（亀岡市立小学校及び中学校遠距離通学児童

生徒通学費補助金交付要綱の一部改正） 

第３条 亀岡市立小学校及び中学校遠距離通学

児童生徒通学費補助金交付要綱（昭和５２年

亀岡市告示第３７号）の一部を次のように改

正する。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市立小学校、中学校及び義務教育

学校遠距離通学児童生徒通学費補助金

交付要綱 

 第１条中「小学校及び中学校」を「小学校、

中学校及び義務教育学校」に改める。 

 第２条第１号中「小学校」を「小学校（義

務教育学校の前期課程を含む。）」に、「中

学校」を「中学校（義務教育学校の後期課程

を含む。）」に改める。 

 第３条、第５条及び第６条中「小学校及び

中学校」を「小学校、中学校及び義務教育学

校」に改める。 

 別記第１号様式中「（申請者）亀岡市立  

  学校」を「（申請者）亀岡市立」に、

「小学校及び中学校」を「小学校、中学校及

び義務教育学校」に改める。 

 別記第２号様式中「亀岡市立   学校長

様」を「亀岡市立   様」に、「小学校及

び中学校」を「小学校、中学校及び義務教育

学校」に改める。 

（亀岡市通学路標識設置事業補助金交付要綱

の一部改正） 

第４条 亀岡市通学路標識設置事業補助金交付

要綱（平成６年亀岡市告示第１０１号）の一

部を次のように改正する。 

 第１条及び第３条中「小学校及び中学校」

を「小学校、中学校及び義務教育学校」に改

める。 

（亀岡市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要

綱の一部改正） 

第５条 亀岡市私立幼稚園就園奨励費補助金交

付要綱（昭和４８年亀岡市告示第３０号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条表２中 

「 

小学生以上の兄、姉を１人

有しており、就園している

場合の最年長者 

（第２子） 

                」を 
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「 

小学生（義務教育学校の前

期課程を含む。以下同

じ。）以上の兄、姉を１人

有しており、就園している

場合の最年長者 

（第２子） 

                」に改める。 

 別記第２号様式中「小学校」を「小学校又は義務教育学校」に改める。 

 別記第３号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３号様式（第３条関係） 

保育料等減免措置に関する調書 

                                  年  月  日作成 

在園幼児（太線枠内を記入して下さい） 幼稚園記入欄 

氏名 性別 生年月日 区分 入園年月日

入園料 

※   年度
発生の場合
のみ記入 

保育料 

（   年度

年間) 

 男・女  年 月 日
満３歳児・３歳児
４歳児･５歳児  年 月 日   

 男・女  年 月 日
満３歳児・３歳児
４歳児･５歳児  年 月 日   

 男・女  年 月 日
満３歳児・３歳児
４歳児･５歳児  年 月 日   

幼稚園名                               幼稚園 

 

世 帯 の 状 況 

氏 名 

在園幼児と生計 
が同一の者全員 
を記入する。 
(在園児を除く） 

生年月日 

（元号） 
性別 続柄

※ 下記のいずれか

に該当する兄姉に

○印、在学校等の

名称・学年を記入

小学校又は義務
教育学校４年生
以上の兄姉に○
印を記入 

市町村民税 

課 税 額 

○印 名称・学年

住宅借
入金等
特別税
額控除

所得 
割額 

   年  月  日 男・女     

   年  月  日 男・女     

   年  月  日 男・女     

   年  月  日 男・女     

   年  月  日 男・女     

   年  月  日 男・女     

 

※① 小学校又は義務教育学校１年生から３年生までである。 

② 他の幼稚園、保育所、認定こども園、特別支援学校の幼稚部に在籍するか又は情緒障害児短期治療施設

通所部に通っている。 

③ 小学校（義務教育学校の前期課程を含む。）就学前であって、児童発達支援及び医療型児童発達支援を利

用している。 

 

・ 上記のとおり相違ありません。 

・ 上記の世帯員の市町村民税課税額及び学校等への在籍状況について、亀岡市教育委員会教育総務課が各行

政機関等に確認することを承諾します。 

保護者 
住 所  

氏 名                                 ㊞ 

 

 上記の者は、当幼稚園の在園児であることを証明します。 

       年  月  日 

（宛先）亀岡市長 

                      幼稚園の設置者                 ㊞ 
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（亀岡市就学前教育・保育検討委員会設置要綱の一部改正） 

第６条 亀岡市就学前教育・保育検討委員会設置要綱（平成１９年亀岡市告示第５６号）の一部を

次のように改正する。 

 第３条第２項第１１号中「小学校」を「小学校及び義務教育学校」に改める。 

（亀岡市ファミリーサポート事業実施要綱の一部改正） 

第７条 亀岡市ファミリーサポート事業実施要綱（平成１５年亀岡市告示第４７号）の一部を次の

ように改正する。 

 第８条中「一に」を「いずれかに」に改める。 

 第９条第１号中「小学校」を「小学校（義務教育学校の前期課程を含む。）」に改める。 

（亀岡市障害児（者）日常生活用具給付事業実施要綱の一部改正） 

第８条 亀岡市障害児（者）日常生活用具給付事業実施要綱（平成１８年亀岡市告示第１６０号）

の一部を次のように改正する。 

 別表中 

「            「 

 

 

            を            に改める。 

 

 

           」            」 

（亀岡市ものづくり産業雇用支援助成金交付要綱の一部改正） 

第９条 亀岡市ものづくり産業雇用支援助成金交付要綱（平成２５年亀岡市告示第５７号）の一部

を次のように改正する。 

 第５条第３項中「中学校」の次に「、義務教育学校」を加える。 

 

   附 則 

 

 この告示は、平成２９年４月１日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

対象年齢 

小学校就学以上

対象年齢 

小学校（義務教

育学校の前期課

程を含む。以下

同じ。）就学以

上 
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 亀岡市告示第２５号 

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第 

４２条の２第１項及び第５４条の２第１項に規

定する指定地域密着型サービス事業者を次のと

おり指定したので、同法第７８条の１１及び第

１１５条の２０の規定により告示する。 

 

   平成２９年２月２２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 介護保険事業所番号 

   ２６９１６００１１４ 

２ 事業所の名称 

   小規模多機能ホーム 三愛の里うつね 

   グループホーム 三愛の里うつね 

３ 事業所の所在地 

   京都府亀岡市宇津根町土井ノ内４８番地 

   １ 

４ 申請者 

   有限会社 康生会 

５ サービスの種類 

   小規模多機能型居宅介護 

   介護予防小規模多機能型居宅介護 

   認知症対応型共同生活介護 

   介護予防認知症対応型共同生活介護 

６ 指定年月日 

   平成２９年２月２２日 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２６号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成２９年２

月２２日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市土木建築部土木管理課において、平成２９年２月２２日から平成

２９年３月８日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２９年２月２２日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

供用開始告示をする路線 

路 線 
番 号 路  線  名 

 起        点  

 
延 長 

 最小幅員

終        点  最大幅員

18114 浄 法 寺 西 線 

 

 
亀岡市篠町浄法寺中村26番先  

 
516.21m 

3.40m

亀岡市篠町浄法寺墓ノ谷26番の2先 7.04m

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２７号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市総務部税務課において保

管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付

する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２９年２月２３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

督促状 平成２８年度 

固定資産税・都市計画税 随１期分 

２ 送達を受けるべき者 

   住 所  省略 

         

   名 称  省略 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２８号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第 

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき、次

の者を住民基本台帳から職権消除したので、同

条第４項の規定により告示する。 

 

   平成２９年２月２３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 住  所  省略 

 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２９号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２９年２月２３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１１１１－１１０１６ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２８年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２９年２月２３日 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第３０号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２９年２月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１９０８－３１０５１ 

１ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

２ 交付した日 

平成２８年４月１日 

３ 無効になる日 

平成２９年２月２８日 

 

「掲示済」 

 

 

公 告 
 

 亀岡市公告第１１号 

 

 平成２８年亀岡市公告第５４号に基づき実施

した本市職員採用試験の結果、次のとおり合格

者を決定し、職員採用候補者名簿に登録したの

で公告する。ただし、登録有効期限については、

平成３０年４月１日までとする。 

 

   平成２９年２月７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

（合格者受験番号） 

 土木Ⅰ（かめおか・未来・チャレンジ方式） 

  １００１ １００２ 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第１２号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号）第１８条第１項の規定により、農用地

利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規

定により公告し、その関係書類を次により縦覧

に供する。 

 

   平成２９年２月２０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 平成２９年２月２０日以後、常時備え

置くこととする。 
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２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第１３号 

 

 鳥獣による農林水産業等に係る被害防止のた

めの特別措置に関する法律第４条の１の規定に

より亀岡市鳥獣被害防止計画を策定する。 

 なお、策定した計画は、平成２９年４月１日

に効力を生じるものとし、亀岡市役所において

縦覧に供する。 

 

   平成２９年２月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧場所  亀岡市安町野々神８番地 

        亀岡市産業観光部農林振興課 

 

２ 縦覧期間  平成２９年２月２７日から 

        平成２９年３月２８日まで 

 

「掲示済」 

 

任免及び辞令 
 

             稲 原 宏 充 

亀岡市総合計画審議会委員に委嘱します 

             木 戸 庸 介 

亀岡市総合計画審議会委員を解嘱します 

   平成２９年２月６日 

 

             西 口 純 生 

（各 通）        石 野 善 司 

             小 島 義 秀 

亀岡市防災会議委員の委嘱を解きます 

             湊   泰 孝 

（各 通）        竹 田 幸 生 

             奥 村 泰 幸 

亀岡市防災会議委員に委嘱します 

任期は平成３０年５月３１日までとします 

   平成２９年２月１５日 

 

             川 勝 啓 史 

亀岡市総合計画審議会委員に委嘱します 

             渡 辺 裕 文 

亀岡市総合計画審議会委員を解嘱します 

   平成２９年２月２１日 
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監査委員欄 
 

公 表 
 

 亀岡市監査公表第１号 

 

 地方自治法第１９９条第１２項の規定により、平成２８年度定期監査の結果に基づき講じた措置

について、亀岡市長から通知があったので、次のとおり公表する。 

 

   平成２９年２月１６日 

 

                            亀岡市監査委員 関本孝一 

                            亀岡市監査委員 小松康之 

 

平成２８年度定期監査結果に対する措置状況 

 

指 摘 事 項 講 じ た 措 置 

健康福祉部 

（２）子育て支援課 

 休日・一時保育料において、納入通知書に納

期限の記載がなかった。 

 地方自治法施行令により、納入の通知は、所

属年度、歳入科目、納入すべき金額、納期限、

納入場所及び納入の請求の事由を記載した納入

通知書でしなければならない。また、財務規則

において、収入金の種別ごとに納期限を定めて

いる。 

 納入通知書に納期限を記載し、適正な事務処

理をされたい。 

 

 

 納入通知書を発行する場合は、必ず納期

限を記載するように改善した。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市監査公表第２号 

 

 地方自治法第１９９条第５項の規定による監査を実施し、同条第１１項の規定に基づき、監査の

結果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

 

   平成２９年２月２３日 

 

                            亀岡市監査委員 関本孝一 

                            亀岡市監査委員 小松康之 

 

１ 監 査の種類   平成２８年度工事監査 

 

２ 監 査の対象   簡拡第４号 簡易水道統合事業 保津・千歳簡易水道送水管整備工事 

           ［上下水道部 水道課］ 

 

３ 監査実施期間  平成２８年１０月１８日から平成２９年１月１６日まで 

 

４ 監 査の方法 

 対象工事については、契約金額1,000万円以上の工事の中から抽出した。 

 この監査に当たっては、工事技術に関する専門的知識を必要とするため、公益社団法人大阪技

術振興協会と工事監査に伴う技術調査及び技術的指導業務委託契約を締結し、関係書類の調査及

び工事現場の現地調査を実施した。この監査結果報告は、同協会技術士の調査意見を参考として

作成したものである。 

 

５ 工 事の概要 

契 約 金 額  51,694,200円（内消費税 3,829,200円） 

工 期  平成28年7月2日～平成29年1月31日 

請 負 業 者  株式会社 三煌産業 

監 査執行日  平成28年12月9日 

工 事 概 要  ＷＥＥＴ    φ200   Ｌ＝403.0ｍ 

        Ｄ１ＧＸ（Ｅ） φ200   Ｌ＝153.3ｍ 

 

６ 監 査 結 果 

提示された書類及び現場を調査し、疑問点は関係者に質問するとともに、当該工事の計画・調

査・設計・仕様・積算・契約・施工管理・監理・試験・検査等の各段階における技術的事項につ

いて調査した。 

本調査時点における進捗状況は、出来高78％（平成28年11月末現在）で本工事が進行中であっ

た。 
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現地調査においては、工事のほとんどが施

工完了しており、施工中の状態は確認できな

かったが、現場施工状況については整然とし

た整理がなされ、良好な管理が行われており、

特に指摘すべき問題点はなかった。 

書類調査においては、次の事項以外はほぼ

良好に作成されていた。 

設計書、設計図、特記仕様書間で整合性の

ない箇所が見受けられた。これら相互間の照

査を十分に行い不都合のないようにすべきで

ある。また、設計書、設計図、特記仕様書

各々についてもその内部に整合性のない箇所

が見受けられた。照査方法の規定を作るなど、

個人差の出にくい確実な照査体制をつくるこ

とにより、確実な照査を行うことが望まれる。

特記仕様書は、標準のパターンを決め、施工

内容を詳細に記入することが必要である。 

なお、個々の調査結果について気付いた点

は、各項目に示した。 

（１）書類調査の結果 

ア 事業目的、背景等について 

亀岡市水道事業では、市内にある5箇

所の簡易水道と上水道の統合に向け、施

設の統廃合に伴う施設整備や老朽化した

水道管の更新など、統合後の経営効率化

を図るための工事を各簡易水道で実施し

ている。当該工事はその一環として保津

簡易水道と千歳簡易水道が共同で実施し

ている。 

これまで保津簡易水道と千歳簡易水道

はそれぞれの地域内に独自の水源を保有

してきたが、統合後は上水道の浄水場か

ら浄水の供給を受けることにより、水源

の維持管理コストを削減する計画となっ

ている。 

この工事は、上水道の区域から保津簡

易水道と千歳簡易水道の区域に浄水を届

けるための送水管を整備するもので、平

成27年度に詳細設計を行い、平成28年度

中の完成を目指している。なお、この工

事で整備する送水管は、上水道と簡易水

道の統合にあわせて平成30年4月に供用

開始する予定である。 

イ 設計について 

設計変更の主な理由は、本工事で布設

する送水管の大部分を設置する保津橋に

おいて、本工事発注後に本橋の管理者で

ある京都府による保津橋の橋梁維持修繕

工事が発注実施され、本工事との競合を

避けるため工事期間の延期を行った。な

お、請負金額の変更はない。 

ウ 工事コスト縮減、環境対策等について 

工事コストのみならず、維持管理コス

ト等のライフサイクルコストについて検

討し、使用送水管材料を決定されており、

コスト縮減について積極的に対応され、

良好であった。 

環境対策としては、低公害型重機の使

用、再資源化可能な部材の採用等にも取

り組んでおり、良好であった。 

エ 設計図書、特記仕様書等について 

設計図書については、おおむね良好で

あったが、次の事項について留意された

い。 

・設計図は、位置図の不明瞭な箇所、送

水管縦断面図が無いこと、凡例の不足、

施工範囲の説明不足な箇所、別途工事

施工範囲の不明記箇所等が見受けられ

た。 

・設計書は、使用機器の仕様（材質・内

面仕上げ等）不記載のもの、単価等採

用根拠不記載のもの、見積書・見積一

覧表・建設物価等単価整理表等の整理

の不備なものが見受けられた。 

・特記仕様書は、本工事の目的、施工内

容、機器材料仕様等の記載に不備なも
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のがあった。特に電気計装設備につい

ては、施工する内容の明確な記載が無

いものがあった。 

・設計図、設計書、特記仕様書相互の整

合を欠くものが見受けられた。 

上記のいずれにおいても、照査を十分

に行えば防げるものである。このため照

査のやり方についても規定するなど、確

実な設計図書の作成を行うことができる

ようにすべきである。また、特記仕様書

の書き方については、全般的に内容を整

理し、設計図・設計書と整合した内容を

詳細に記入することが必要であり検討す

べきである。 

オ 積算等について 

積算等については、国土交通省土木工

事積算基準、全国簡易水道協議会水道事

業実務必携の積算基準、歩掛表、京都府

土木工事単価資料、建設物価、積算資料

等により行い、これらに無いものは3者

見積もりを徴収し、最低価格を積算価格

としており、特に指摘するべき問題点は

ない。 

カ 入札、契約関係等について 

（ア）入札について 

請負業者は通常型指名競争入札によ

り決定されていた。応募14者により入

札が行われた。入札説明請求は1者か

ら3件あり、説明を行った。入札は1回

で落札されており、特に指摘すべき問

題点はない。 

（イ）前払金について 

平成28年7月28日に20,670,000円を

支出しており、前払金保証証券は西日

本建設業保証株式会社と契約しており、

問題はない。 

（ウ）履行保証について 

請負業者から保証金の納入があった

ので、問題はない。 

（エ）工事保険等の加入状況について 

請負業者は労働災害保険として朝日

海上火災の建設業者団体損害総合保険

に加入しており、問題はない。 

（オ）建設業退職金共済制度について 

請負業者は、建設業退職金共済制度

に加入し、証紙が購入されており、問

題はない。 

キ 施工管理、品質管理、施工監理（監督）

等について 

各種書類を調査したが、現段階におい

ては良好であった。 

（ア）施工計画書について 

工事概要、計画工程表、現場組織表

等各項目について記述されていたが、

全体的に詳細な記述が無い箇所が見受

けられ、ページ、見出しも無かった。

内容についても、具体的かつ詳細に記

入することが望まれる。特に施工方法

では、ＷＥＥＴＡ管の施工方法の説明

が簡単すぎるため、詳細な施工方法の

資料を添付する必要がある。また、現

場組織表に下請業者の記載が無かった

ため、追記をすることが必要である。

現場における掲示には下請業者も記入

されており、適切であった。写真撮影

計画書は、撮影方法を示す図面しかな

く、撮影の時期、方法、内容、整理等

の追記が必要である。 

（イ）工程管理について 

全体と月間の実施工程表を確認した

が、工程管理曲線も併記されており、

明確な工程管理がなされ適切であった。 

（ウ）出来形管理について 

施工済みの箇所について、出来形管

理表が作成され、設計値と実測値を対
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比して記録され適切であった。 

（エ）品質管理について 

使用材料、機器類の承諾願いが関係

書類とともに整備されており、適切に

承諾手続きが行われていた。 

承諾された機器・材料について、監

督員による納入品の検査がなされ、適

切であった。 

（オ）写真管理について 

工事記録写真はまだ整理されておら

ず、確認できなかった。 

（カ）廃棄物処理計画について 

本工事では、コンクリートガラ、ア

スファルトガラ等の廃棄物の発生が予

定されており、これらの廃棄物処理計

画書を確認し、適切であった。 

（キ）安全管理について 

安全教育、安全訓練、安全巡回、安

全工程打合せ、ＫＹ（危機予知）ミー

ティング、作業中の指導が定期的に実

施され、記録を確認したので安全管理

は適切であった。 

（２）現場調査の結果 

ア 工事施工状況について 

本工事で布設する送水管の大部分を設

置する保津橋において、本工事発注後に

本橋の管理者である京都府による保津橋

の橋梁維持修繕工事が発注実施され、本

工事施工場所の橋梁内での工事であるた

め、本工事との競合を避けるため工事期

間の延長を行った。変更後の進捗は平成

28年11月末現在で計画出来高64.0％に対

して、実施出来高78.0％で、設計変更後

（工期変更後）は余裕をもって進捗して

いた。 

主な工事である道路や橋梁内送水管

（ＷＥＥＴＡφ200、Ｄ1ＧＸφ200）布

設工事はほぼ完了していた。現場は整然

と整理されていて良好な管理が行われて

おり、特に指摘すべき問題点はなく適切

であった。 

イ 安全管理について 

日常の安全管理は良好であり、特に問

題はなく、適切であった。 

ウ 工事標識類について 

道路に面した見やすい場所に、建設業

の許可票、労災保険成立票、施工体系図、

緊急連絡表、建退共加入票、下請の建設

業の許可票等の標識類が1箇所にまとめ

て掲示されており、適切であった。 

エ 連絡先の表示について 

道路に面した見やすい場所に、第三者

が連絡できるよう発注者、施工者の名称

及び電話番号が表示されており、適切で

あった。 

オ 現場用書類について 

建設業退職金共済関連書類、道路使用

許可申請書を確認し、適切であった。 

 

以上が工事監査の結果である。監査執行の

過程において軽易なものについては、調査実

施日に口頭で指導を行ったところである。 

市内にある5箇所の簡易水道と上水道の統

合については、第4次総合計画及び水道ビ 

ジョンにも掲げ取り組んでいる事業であり、

国の方針に基づく1事業体1水道をめざし、市

民への安全安心な水道を供給するため上水道

へ統合を実施するものである。 

今後においても、市民の期待に応えられる

社会基盤整備に向け、安定した飲料水の確保

を図るため、環境や安全管理に留意した公共

工事を実施されることを期待する。 

 

「掲示済」 



 
亀 岡 市 公 報 

 27

第８６６号平成２９年３月１５日発行 

 亀岡市監査公表第３号 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定による監

査を実施し、同条第１１項の規定に基づき監査

の結果に関する報告を決定したので、同条第９

項の規定により次のとおり公表する。 

 

   平成２９年２月２８日 

 

       亀岡市監査委員 関本孝一 

       亀岡市監査委員 小松康之 

 

１ 監査の種類 

 平成２８年度定期監査 

 

２ 監査の期間 

 平成２８年１１月１６日から 

 平成２９年２月２７日まで 

 

３ 監査対象課等 

産業観光部 

（ものづくり産業課、観光戦略課、農林振

興課、農地整備課） 

農業委員会事務局 

 

４ 監査の対象 

 監査対象課等における平成２８年度の財務

に関する事務の執行について 

 

５ 監査の方法 

 監査の対象について、関係諸帳簿、証拠書

類等を調査し、併せて関係各課長等からの説

明の聴取により実施した。 

 

６ 監査の結果 

 監査の結果は、おおむね適正であると認め

られた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により

指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理に留意されたい。 

（１）産業観光部 

 以下の各課における平成28年10月末現在

における財務に関する事務の執行について、

抽出して監査を行った。 

ア ものづくり産業課 

 特に指摘する事項はなかった。 

イ 観光戦略課 

 特に指摘する事項はなかった。 

ウ 農林振興課 

 特に指摘する事項はなかった。 

エ 農地整備課 

 特に指摘する事項はなかった。 

（２）農業委員会事務局 

 平成28年10月末現在における財務に関す

る事務の執行について、抽出して監査を 

行った。 

 特に指摘する事項はなかった。 

 

 以上が、産業観光部等における平成28年度の

財務に関する事務の執行について監査した結果

である。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市監査公表第４号 

 

 地方自治法第１９９条第７項の規定による監査を実施し、同条第１１項の規定に基づき監査の結

果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

 

   平成２９年２月２８日 

 

                            亀岡市監査委員 関本孝一 

                            亀岡市監査委員 小松康之 

 

１ 監査の種類   平成２７年度財政援助団体等監査  

 

２ 監査の対象及び範囲 

一般社団法人亀岡市観光協会及び公益財団法人亀岡市農業公社の次の財政援助に係る出納その

他の事務並びに産業観光部観光戦略課及び農林振興課の同財政援助に係る事務の執行について 

（１）一般社団法人亀岡市観光協会 

 平成２７年度亀岡市観光協会運営補助金                20,250,000円 

 平成２７年度亀岡市観光協会宣伝事業等補助金              5,000,000円 

 平成２７年度亀岡市観光協会事務所等維持管理補助金           2,021,000円 

（２）公益財団法人亀岡市農業公社 

平成２７年度亀岡市農業振興助成金（炭素埋設農法支援事業）       1,246,890円 

平成２７年度亀岡市農業振興助成金（安全・安心のエコ農業推進事業（本市推奨優良畜産堆

肥支援））                              1,499,200円 

平成２７年度亀岡市農業公園指定管理料                 5,862,857円 

 

３ 監査の期間   平成２８年１１月１６日から平成２９年２月２７日まで 

 

４ 監査の方法   団体及び関係課から提出された資料及び提示のあった出納関係帳票その他関

係書類に基づき、関係職員から事務の執行状況を聴取し監査を実施した。 

 

５ 団体等の概要（一般社団法人亀岡市観光協会） 

（１）団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

 一般社団法人亀岡市観光協会（以下「観光協会」という。）は、観光事業の健全な発展を

図り、亀岡市の産業振興及び地域社会の活性化に寄与することを目的として、次の事業を推

進している。 

○観光地及び物産の宣伝紹介事業 

○観光施設の整備拡充事業 
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○観光資源の開発拡充事業 

○観光事業に関する調査、研究、指導事業 

○観光案内所の運営事業 

○旅行業法に基づく旅行業 

○観光事業を行う機関、並びに団体との連絡協調事業 

○その他当法人の目的を達成するために必要な事業 

イ 組織（平成２８年３月３１日現在） 

○役 員   理事     36人 

      （うち会長1人、副会長4人） 

       監事      2人 

       顧問      8人 

       参与      1人 

○事務局   事務局長    1人 

       事務局次長   2人 

       主事      2人 

       嘱託職員    2人 

       臨時職員    4人 

       臨時作業員   6人 

○会 員          237人 

（２）補助金の概要 

平成２７年度に亀岡市から観光協会へ交付された補助金総額は30,386,000円で、うち今回監

査対象とした補助金及びその内訳は次のとおりである。 

                                    （単位：円） 

項  目 事 業 費 補 助 金 補助内容 

亀岡市観光協会運営費補助

金 
21,085,138 20,250,000

・職員給料 

・諸手当 

・福利厚生費 

・賃金 

亀岡市観光協会事務所維持

管理補助金 
6,898,925 2,021,000

・光熱水費 

・消耗品費 

・通信運搬費 

・使用料及び委託料 

亀岡市観光協会宣伝事業等

補助金 
12,120,356 5,000,000

・観光宣伝費 

・環境整備費 

・観光推進費 

 

６ 監査の結果（観光協会） 

監査の結果は次の事項を除いて、おおむね適正であると認められた。 
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なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の事務処

理において留意されたい。 

（１）観光協会に対する監査の結果 

補助金にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ア 補助金交付に係る請求書において、請求日が誤って記載されているものがあった。 

決裁等の過程において十分な確認をされたい。 

イ 会計処理において、会計責任者等責任体制が明確でなかった。 

責任体制を明確にし、適正な事務処理に努められたい。 

（２）産業観光部観光戦略課に対する監査の結果 

補助金にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ア 補助金交付に係る請求書において、請求日が誤って記載されているものがあった。 

請求書を受理する際に十分な確認を行われたい。 

イ 会計処理において、会計責任者等責任体制が明確にされていなかった。 

責任体制を明確にするよう指導することにより改善されたい。 

 

７ 団体等の概要（公益財団法人亀岡市農業公社） 

（１）団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

 公益財団法人亀岡市農業公社（以下「農業公社」という。）は、農畜産業を取り巻く厳し

い環境に対応するため、畜産公害の発生防止等による地球環境の保全や耕畜連携の循環型農

業の推進、また、亀岡市農業公園における潤いのある緑のまちづくりや若い担い手の育成を

図るとともに女性や高齢者などの多様な担い手の意欲を大切にした新規就農を支援するなど、

地域農業の確立を促進するため次の事業を推進している。 

○堆肥事業 

・畜産堆肥の製造に関する業務 

・堆肥散布作業の受託に関する業務 

・農産物及び農業用資材に関する業務 

・亀岡市土づくりセンターの施設及び付帯設備等の維持管理に関する業務 

・その他堆肥事業に必要な業務 

○公園事業 

・体験農園等に関する業務 

・農業公園の管理に関する業務 

・その他公園事業に必要な業務 

○リサイクル事業 

・動植物性残さの受け入れ及び堆肥化に関する業務 

・その他リサイクル事業に必要な業務 

○その他公社の目的を達成するために必要な事業 
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イ 組織等（平成２８年３月３１日現在） 

○役 員   理事         8人 

      （うち理事長 1人、副理事長 2人、常務理事 1人） 

       監事         2人 

       評議員        6人 

○事務局   事務局長       1人（常務理事兼務） 

       総務課主査      1人 

       事業課作業員     1人 

       事業課臨時作業員   2人 

（２）補助金の概要 

平成２７年度に亀岡市から農業公社へ交付された補助金は総額2,746,090円で、今回監査対

象とした補助金及びその内訳は次のとおりである。 

                                    （単位：円） 

項  目 事 業 費 補 助 金 補助内容 

亀岡市農業振興助成金（炭

素埋設農法支援事業） 
2,647,890 1,246,890

京都炭素推進委員会の会員

である市内農業者に販売し

た炭堆肥に対する助成 

亀岡市農業振興助成金（安

全・安心のエコ農業推進事

業（本市推奨優良畜産堆肥

支援）） 

4,735,100 1,499,200
40リットル袋詰めのさくら

有機の販売に対する助成 

 

（３）指定管理料の概要 

平成２７年度に亀岡市から農業公社へ支払われた亀岡市農業公園指定管理料は5,862,857円

である。 

その内訳としては、人件費（職員給与等）、管理費（光熱水費、委託費、資材購入費等）な

どとなっている。 

 

８ 監査の結果（農業公社） 

監査の結果は次の事項を除いて、おおむね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の事務処

理において留意されたい。 

（１）農業公社に対する監査の結果 

ア 補助金にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

（ア）補助金の交付申請等において、理事長公印を使用した文書の伺書公印欄に事務局長の私

印の押印及び押印日の記入が漏れているものがあった。 

文書規程に基づき、適正な事務処理をされたい。 
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（イ）補助金の入金等において、入金伝票が発行されていないものがあった。 

会計規程に基づき、適正な事務処理をされたい。 

イ 指定管理料にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

（ア）農業公園の使用許可において、使用の申請書に誓約書が添付されていないものがあった。

また、使用許可書が申請者に交付されていないものがあった。 

亀岡市農業公園条例施行規則に基づき、適正な事務処理をされたい。 

（イ）休日勤務手当の支給において、職員給与規程に休日勤務手当を規定する条項がなかった。 

休日勤務手当の規定に基づく支給となるよう職員給与規程の見直しをされたい。 

（ウ）給与の支給において、通勤届等の証拠書類がないものがあった。 

会計規程に基づき、適正な事務処理をされたい。 

（２）産業観光部農林振興課に対する監査の結果 

指定管理料にかかる出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ア 農業公園の使用許可において、使用の申請書に誓約書が添付されていないものがあった。

また、使用許可書が申請者に交付されていないものがあった。 

亀岡市農業公園条例施行規則に基づき、適正な事務処理となるよう指導することにより改

善されたい。 

イ 休日勤務手当の支給において、職員給与規程に休日勤務手当を規定する条項がなかった。 

休日勤務手当の規定に基づく支給となるよう職員給与規程の見直しを指導し、改善された

い。 

ウ 指定管理の業務において、検査調書が作成されていなかった。 

財務規則に基づき、適正な事務処理となるよう改善されたい。 

 

「掲示済」 
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教育委員会欄 
 

規 則 
 

 亀岡市教育委員会基本規則の一部を改正する

規則をここに公布する。 

 

   平成２９年２月２１日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

 亀岡市教育委員会規則第１号 

 

亀岡市教育委員会基本規則の一部

を改正する規則 

 

 亀岡市教育委員会基本規則（昭和３１年亀岡

市教育委員会規則第１号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第１９条第１号中「亀岡市立川東小学校」を

削り、同条第２号中「亀岡市立高田中学校」を

削り、同条中第３号を第４号とし、第２号の次

に次の１号を加える。 

⑶ 義務教育学校 

 亀岡市立亀岡川東学園 

 第２２条を次のように改める。 

 公印の保管及び使用の責任、公印台帳、公

印の調整及び廃棄処分、公印の押印、印影の

印刷並びに電子計算組織による公印について

は、亀岡市の例による。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。ただし、

亀岡市教育委員会基本規則第１９条の改正規定

は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 学校教育法等の一部を改正する法律の施行に

伴う関係教育委員会規則の整備に関する規則を

ここに公布する。 

 

   平成２９年２月２１日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

 亀岡市教育委員会規則第２号 

 

学校教育法等の一部を改正する法

律の施行に伴う関係教育委員会規

則の整備に関する規則 

 

（亀岡市教育委員会事務局事務分掌規則の一

部改正） 

第１条 亀岡市教育委員会事務局事務分掌規則

（昭和４０年亀岡市教育委員会規則第３号）

の一部を次のように改正する。 

 別表第２学校教育課の項中「小学校及び中

学校」を「小学校、中学校及び義務教育学

校」に改める。 

（亀岡市立小学校及び中学校の職員の職の設

置に関する規則の一部改正） 

第２条 亀岡市立小学校及び中学校の職員の職

の設置に関する規則（平成２年亀岡市教育委

員会規則第３号）の一部を次のように改正す

る。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市立小学校、中学校及び義務教育

学校の職員の職の設置に関する規則 
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 第１条中「小学校及び中学校」を「小学校、中学校及び義務教育学校」に改める。 

（亀岡市立小学校及び中学校の教職員の勤務時間等に関する規則の一部改正） 

第３条 亀岡市立小学校及び中学校の教職員の勤務時間等に関する規則（昭和４７年亀岡市教育委

員会規則第３号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市立小学校、中学校及び義務教育学校の教職員の勤務時間等に関する規則 

 第１条中「小学校及び中学校」を「小学校、中学校及び義務教育学校」に改める。 

（亀岡市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する規則の一部改正） 

第４条 亀岡市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する規則（平成 

１４年亀岡市教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「小学校又は中学校」を「小学校、中学校及び義務教育学校」に改める。 

（亀岡市立小学校及び中学校の管理運営に関する規則の一部改正） 

第５条 亀岡市立小学校及び中学校の管理運営に関する規則（昭和５８年亀岡市教育委員会規則第

３号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市立小学校、中学校及び義務教育学校の管理運営に関する規則 

 第１条中「小学校及び中学校」を「小学校、中学校及び義務教育学校」に改める。 

 第９条の２中「小・中学校」を「小学校、中学校及び義務教育学校」に改める。 

 第１０条第４項中「小学校及び中学校」を「小学校、中学校及び義務教育学校」に改める。 

 別表に次のように加える。 

 義務教育学校における校務を分担する組織 

教務部 教育計画の立案その他教務に関する事項 

学年部 該当学年の教育活動に関する事項 

保健部 学校における保健に関する事項 

生徒指導部 生徒指導に関する事項 

進路指導部 生徒の職業選択の指導その他の進路指導に関する事項 

 

（亀岡市立小・中学校において使用する教材の取扱いに関する規則の一部改正） 

第６条 亀岡市立小・中学校において使用する教材の取扱いに関する規則（昭和５７年亀岡市教育

委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市立小学校、中学校及び義務教育学校において使用する教材の取扱いに関する規則 

 第１条中「小学校及び中学校」を「小学校、中学校及び義務教育学校」に改める。 

（児童生徒の入学すべき学校区を指定する規則の一部改正） 

第７条 児童生徒の入学すべき学校区を指定する規則（昭和４７年亀岡市教育委員会規則第１号）

の一部を次のように改正する。 

 第２条中「小学校及び中学校」を「小学校、中学校及び義務教育学校」に改める。 



 
亀 岡 市 公 報 

 35

第８６６号平成２９年３月１５日発行 

 別表中 

「 

川東小学校 馬路町・千歳町・旭町・河原林町の全域 高田中学校 

                                          」 

を 

「 

義務教育学校名 区域 

亀岡川東学園 馬路町・千歳町・旭町・河原林町の全域 

                                          」 

に改める。 

（亀岡市就学援助規則の一部改正） 

第８条 亀岡市就学援助規則（平成１９年亀岡市教育委員会規則第８号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条中「小学校に在学する児童若しくは亀岡市立中学校又は」を「小学校、中学校及び義務

教育学校に在学する児童生徒並びに」に改める。 

 第３条第１項第１号中「第１学年の児童及び生徒」を「小学校、中学校及び義務教育学校第１

学年の児童生徒並びに義務教育学校第７学年の生徒」に改める。 

 別記第１号様式中 

「              「 

 

 

              を              に、 

 

 

             」              」 

「 

※注意：小学校及び中学校それぞれにお子様が就学されている場合は、それぞれの

学校に認定申込が必要です。学年は   年４月１日現在で記入してくだ

さい。小学校新１年生のお子様は入学以降４月に学校から指定された期日

までに別途認定申込をしてください。 

                                         」 

を 

「 

※注意：亀岡市立学校にお子様が就学されている場合は、それぞれの学校に認定申

込が必要です。学年は   年４月１日現在で記入してください。小学校

及び義務教育学校新１年生のお子様は入学以降４月に学校から指定された

期日までに別途認定申込をしてください。 

                                         」 

に改め、同様式裏面第５項を次のように改める。 

 

在籍小中学校名 

       学校 

       学校 

       学校 

       学校 

学校名 
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５ 所得証明書を添付していただく場合で、

小学校、中学校及び義務教育学校のいずれ

かに兄弟姉妹が複数人就学している場合は、

小学校に原本を提出し、中学校には写しを

添付してください。義務教育学校において

は、低学年に添付してください。 

（亀岡市立亀岡中学校若木の家管理規則の一

部改正） 

第９条 亀岡市立亀岡中学校若木の家管理規則

（昭和６２年亀岡市教育委員会規則第５号）

の一部を次のように改正する。 

 第４条第１号中「小・中学校」を「小学校、

中学校及び義務教育学校」に改める。 

 第６条中「一に」を「いずれかに」に改め

る。 

（亀岡市立幼稚園園則の一部改正） 

第１０条 亀岡市立幼稚園園則（昭和４０年亀

岡市教育委員会規則第４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１９条中「小学校及び中学校」を「小学

校、中学校及び義務教育学校」に、「小・中

学校」を「小学校、中学校及び義務教育学

校」に改める。 

（亀岡市立学校給食センター条例施行規則の

一部改正） 

第１１条 亀岡市立学校給食センター条例施行

規則（昭和５４年亀岡市教育委員会規則第８

号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「小学校」を「小学校（義務教育

学校の前期課程を含む。）」に改める。 

（亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関

する条例施行規則の一部改正） 

第１２条 亀岡市放課後児童健全育成事業の実

施に関する条例施行規則（平成２１年亀岡市

教育委員会規則第８号）の一部を次のように

改正する。 

 別表中 

「 

             を  を 

               」 

「 

                に改める。 

               」 

 別記第１号様式中 

「 

 

             を 

 

            」 

「 

 

             に改める。 

 

            」 

 別記第２号様式中 

「 

                  を 

                 」 

「 

                  に 

                 」 

改める。 

 別記第３号様式及び別記第４号様式中「小

学校」を削る。 

（亀岡市文化資料館条例施行規則の一部改正） 

第１３条 亀岡市文化資料館条例施行規則（昭

和６０年亀岡市教育委員会規則第６号）の一

部を次のように改正する。 

 第７条第１項第１号中「小学校及び中学

校」を「小学校、中学校及び義務教育学校」

に改める。 

 別表中「小学校又は中学校」を「小学校、

中学校及び義務教育学校」に改める。 

（亀岡市野外活動施設条例施行規則の一部改

正） 

川東小学校放課後児童会 

学 年 

      小学校 

       年生 

     小学校放課後児童会 

        放課後児童会 

亀岡川東学園放課後児童会 

学校名・学年 

 

       年生 
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第１４条 亀岡市野外活動施設条例施行規則

（平成１８年亀岡市教育委員会規則第２号）

の一部を次のように改正する。 

 第７条第１項第３号中「小学校、中学校」

を「小学校、中学校、義務教育学校」に改め

る。 

 別記第５号様式中「小・中」の次に「・義

務教育学校」を加える。 

 

   附 則 

 

 この規則は、平成２９年４月１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

告 示 
 

 亀岡市教育委員会告示第１号 

 

 亀岡市立小中学校ハラスメントの防止に関す

る要綱（平成１１年亀岡市教育委員会告示第３

号）の一部を次のように改正する。 

 

   平成２９年２月２１日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

 第１条中「セクシュアル・ハラスメント」の

次に「、妊娠、出産、育児又は介護に関するハ

ラスメント」を加える。 

 第２条を次のように改める。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ ハラスメント セクシュアル・ハラスメ

ント、妊娠、出産、育児又は介護に関する

ハラスメント及びパワー・ハラスメントの

総称 

⑵ セクシュアル・ハラスメント 他の教職

員及び児童生徒を不快にさせる性的な言動

（性的な関心や欲求に基づく言動をいい、

性別により役割を分担すべきとする意識又

は性的指向若しくは性自認に関する偏見に

基づく言動を含む。）をいう。 

⑶ 妊娠、出産、育児又は介護に関するハラ

スメント 

ア 教職員が妊娠等をしたこと（妊娠した

こと、出産したこと又は妊娠若しくは出

産に起因する症状（つわり、妊娠悪阻、

切迫流産、出産後の回復不全等、妊娠又
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は出産をしたことに起因して妊産婦に生

じる症状をいう。）により勤務すること

ができないこと若しくはできなかったこ

と又は能率が低下したことをいう。以下

同じ。）に関して当該教職員の勤務環境

を害するような言動をいう。 

イ 教職員の制度等の利用（別表第１に掲

げる制度又は措置の利用をいう。以下同

じ。）に関して当該教職員の勤務環境を

害するような言動をいう。 

⑷ パワー・ハラスメント 職務上の権限や

地位等を背景に、業務や指導などの適正な

範囲を超えて、他の教職員や児童生徒に対

し精神的・肉体的苦痛を与える言動をいう。 

⑸ ハラスメントへの対応 ハラスメントに

対する拒否、抗議、苦情の申出等の行為を

いう。 

⑹ ハラスメントに起因する問題 

ア ハラスメントのため教職員の勤務環境

が害され、又は児童生徒の学習環境が害

されること及びハラスメントへの対応に

起因して教職員がその勤務条件につき不

利益を受け、又は児童生徒が心身に被害

を被ることをいう。 

イ 教職員が妊娠等をしたこと又は制度等

の利用の請求等をしたい旨を上司に相談

したこと、制度等の利用の請求等をした

こと若しくは制度等の利用をしたことに

より勤務条件につき不利益を受けること

を示唆されることをいう。 

ウ 教職員の制度等の利用の請求等又は制

度等の利用が阻害されることをいう。 

エ 教職員が妊娠等をしたこと又は制度等

の利用をしたことにより、当該教職員の

能力の発揮や継続的な勤務に重大な影響

が生じる等、勤務する上で看過できない

程度に繰り返し若しくは継続的に、嫌が

らせ的な言動を受けること、業務に従事

させられないこと又は専ら雑務に従事さ

せられることをいう。 

⑺ 勤務・学習環境が害されること 教職員

や児童生徒が直接又は間接的にハラスメン

トを受けることにより、職務に専念するこ

とができなくなる等公務能率が損なわれ、

あるいは学校にいることや学校に行くこと

に苦痛を感じる等、学習意欲や登校意欲が

損なわれることをいう。 

⑻ 勤務条件につき不利益を受けること 昇

任、配置換等の任用上の取扱いや昇格、昇

給、勤勉手当等の給与上の取扱い等に関し

不利益を受けることをいう。 

 第３条第１項中「能率」を「能力」に改める。 

 第４条第１項第１号中「別表第１」を「別表

第２」に改め、同項第２号中「別表第２」を

「別表第３」に改め、同項第３号中「ハラスメ

ントを受けた場合」を「自らがハラスメントを

受けた場合又は他の職員や児童生徒がハラスメ

ントを受けたことを認知した場合は」に、「別

表第３」を「別表第４」に、「別表第４」を

「別表第５」に改め、同条第２項中「教頭」を

「副校長及び教頭」に改める。 

 第６条第２項中「人事院指針（平成１０年人

事院規則１０－１０、セクシュアル・ハラスメ

ントの防止等）」を「人事院指針（平成１０年

人事院規則１０－１０（セクシュアル・ハラス

メントの防止等）及び平成２８年人事院規則 

１０－１５（妊娠、出産、育児又は介護に関す

るハラスメントの防止等））」に改める。 
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 別表第４中 

「 

 信頼できる人に

相談すること。 

 まず、職場の同僚や知人等身近な信頼できる人に相談

することが大切である。各職場内において解決すること

が困難な場合には、外部の相談機関に相談する方法が考

えられる。 

 なお、相談するに当たっては、ハラスメントが発生し

た日時、内容等について、記録しておくことが望まし

い。 

                                      」 

を 

「 

 信頼できる人に

相談すること。 

 まず、職場の同僚や知人等身近な信頼できる人に相談

することが大切である。各職場内において解決すること

が困難な場合には、外部の相談機関に相談する方法が考

えられる。 

 なお、相談するに当たっては、ハラスメントが発生し

た日時、内容等について、記録しておくことが望まし

い。 

 ハラスメントを

認知した場合は、

迅速かつ適切に対

応すること。 

 ハラスメントを認知した場合、教職員は、管理職に速

やかに報告することが必要である。 

 報告を受けた管理職は、事実関係の把握に努めるとと

もに、関係者から事情を聴くなど、適切に対応すること

が必要である。 

                                      」 

に改め、同表を別表第５とする。 

 別表第３を別表第４とする。 

 別表第２中 

「 

 学校からハラスメントに関する

問題の加害者や被害者を出さない

ようにするために、周囲に対する

気配りをし、必要な行動をとるこ

と。具体的には、次の事項につい

て十分注意して必要な行動をとる

こと。 

 

⑴ ハラスメントが見受けられ

る場合は、職場の同僚として

注意を促すこと。 

 ハラスメントを契機として、勤務・学

習環境に重大な悪影響が生じたりしない

うちに、機会をとらえて職場の同僚とし

て注意を促すなどの対応をとることが必

要である。 

 

 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 40 

第８６６号平成２９年３月１５日発行 

⑵ 被害を受けていることを見

聞きした場合には、声をかけ

て相談に乗ること。 

 被害者は「恥ずかしい」、「トラブル

メーカーとのレッテルを貼られたくな

い」、「学校から問題児扱いされたくな

い」などとの考えから、他の人に対する

相談をためらうことがある。被害を深刻

にしないように、気がついたことがあれ

ば、声をかけて気軽に相談に乗ることも

大切である。 

                                      」 

を 

「 

 学校からハラスメントに関する

問題の加害者や被害者を出さない

ようにするために、周囲に対する

気配りをし、必要な行動をとるこ

と。具体的には、次の事項につい

て十分注意して必要な行動をとる

こと。 

 

⑴ ハラスメントが見受けられ

る場合は、職場の同僚として

注意を促すこと。 

 ハラスメントを契機として、勤務・学

習環境に重大な悪影響が生じたりしない

うちに、機会をとらえて職場の同僚とし

て注意を促すなどの対応をとることが必

要である。 

⑵ 被害を受けていることを見

聞きした場合には、声をかけ

て相談に乗ること。 

 被害者は「恥ずかしい」、「トラブル

メーカーとのレッテルを貼られたくな

い」、「学校から問題児扱いされたくな

い」などとの考えから、他の人に対する

相談をためらうことがある。被害を深刻

にしないように、気がついたことがあれ

ば、声をかけて気軽に相談に乗ることも

大切である。 

 部活動については、生徒の自主

的な活動であることを踏まえ、指

導者の個人的な考えや方針により

不適切な活動にならないよう十分

注意すること。 

 また、指導者が、意図する、し

ないにかかわらず、生徒と支配、

被支配の関係になる危険性がある

ことを常に意識しながら、日頃か

ら、生徒とのコミュニケーション

を密に図りつつ、信頼関係の構築

を図ることにより、ハラスメント

の防止に心がけることが重要であ

る。 

 

                                      」 

に改め、同表を別表第３とする。 
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 別表第１を次のように改める。 

認識事項 具体的内容 

意識 ・お互いの人格を尊重しあうこと。 

・相手を性的な関心の対象としてのみ見る意識をなくすこと。 

・異性を劣った性として見る意識をなくすこと。 

・お互いを大切なパートナーであるという意識を持つこと。 

心構え １ 教職員間のハラスメントにだけ注意するのでは不十分である

こと。 

 児童生徒など教職員がその職務に従事する際に接することと

なる教職員以外の者との関係にも十分注意する必要がある。 

２ 職場におけるハラスメントにだけ注意するので不十分である

こと。 

 例えば、対教職員であれば歓送迎会、対児童生徒であれば部

活動の対外試合中等、学校以外の場において、教職員が他の教

職員あるいは児童生徒に対してハラスメントを行うことは、学

校における人間関係を損ない、勤務・学習環境を害するおそれ

があることから、場所及び時間にかかわらず注意することが必

要である。 

３ 性に関する言動に対する受け止め方には個人間や男女間で差

があり、セクシュアル・ハラスメントに当たるか否かについて

は、相手の判断が重要であること。 

⑴ 親しさを表すつもりでの言動であったとしても、本人の意

図とは関係なく相手を不快にさせてしまう場合があること。 

⑵ 不快に感じるか否かは個人差があること。 

⑶ この程度のことは相手も許容するだろうという勝手な憶測

をしないこと。 

⑷ 相手との良好な人間関係ができていると勝手な思いこみを

しないこと。 

４ 教職員は、妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメント

を生じさせないために、妊娠、出産、育児又は介護に関する否

定的な言動（他の教職員の妊娠、出産、育児又は介護の否定に

つながる言動（当該教職員に直接行わない言動も含まれる。）

をいい、単なる自らの意思の表明を除く。）は、妊娠、出産、

育児又は介護に関するハラスメントの原因や背景となることに

ついて十分認識すること。 

５ 業務と関係ない、あるいは業務や指導などの適正な範囲を超

えた言動は、パワー・ハラスメントになりうるという認識を持

つこと。 

⑴ 周辺の物を投げたり蹴ったりしたり、大声で激しく注意し

たり、私的なことを命じたり、無視したりすることなどは、

パワー・ハラスメントに当たる場合があること。 

⑵ 児童生徒へのパワー・ハラスメントになっていないか、児

童生徒の人格や尊厳を大切にした指導ができているかという

観点から、教職員が日常的に自己点検し、改善に取り組む必

要があること。 

６ 部活動の指導者として、体罰等を厳しい指導として正当化す

ることは誤りであるとともに、殴る蹴る等の行為はもちろんの

こと、以下のような言動も許されないことを認識すること。 
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 ⑴ 社会通念、医・科学に基づいた健康管理、安全確保の点か

ら認め難い又は限度を超えたような肉体的、精神的負荷を課

すこと。 

⑵ 脅し、威圧・威嚇的発言や行為、嫌がらせ等を行うこと。 

⑶ セクシュアル・ハラスメントと判断される発言や行為を行

うこと。（これには該当しなくとも、指導に当たっての身体

接触は、社会通念等から見て不必要なものは避け、必要性、

適切さに留意することが必要であること。） 

⑷ 身体や容姿に係ること、人格否定的（人格等を侮辱したり

否定したりするような）な発言を行うこと。 

⑸ 特定の生徒に対してだけ執拗に指導を集中したり、肉体

的、精神的負荷を与えること。 

７ 相手が拒否し、又は嫌がっていることが分かった場合には、

同じ言動を決して繰り返さないこと。 

８ ハラスメントであるか否かについて、相手からいつも意思表

示があるとは限らないこと。 

 ハラスメントを受けた者が、職場の人間関係、教師と児童生

徒との立場の違い等から拒否することができないなど、相手か

らいつも明確な意思表示があるとは限らないことを十分認識す

る必要がある。 

 

 別表第１を別表第２とし、同表の前に次の１表を加える。 

別表第１（第２条関係） 

妊娠又は出産に関する制度又は措

置の利用 

危険有害業務の就業制限 

深夜勤務・時間外勤務の制限 

妊産婦健康診査休暇 

業務軽減 

妊婦の休息時間 

妊婦の通勤緩和 

産前休暇 

産後休暇 

配偶者の出産休暇 

妊娠障害休暇 

育児に関する制度又は措置の利用 育児休業 

部分休業 

育児短時間勤務 

育児時間 

深夜勤務の制限 

時間外労働の免除又は制限 

男性育児休暇 

子育てを行う教職員の休暇 

介護に関する制度又は措置の利用 介護休暇 

介護時間 

深夜勤務の制限 

時間外労働の免除又は制限 

短期介護休暇 

介護欠勤 
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 別記様式中「相談者氏名」を「相談員氏名」

に、「相談者の対応」を「相談員の対応」に改

める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市教育委員会告示第２号 

 

 学校教育法等の一部を改正する法律の施行に

伴う関係教育委員会告示の整備に関する告示を

次のように定める。 

 

   平成２９年２月２１日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

学校教育法等の一部を改正する法

律の施行に伴う関係教育委員会告

示の整備に関する告示 

 

（亀岡市立小中学校ハラスメントの防止に関

する要綱の一部改正） 

第１条 亀岡市立小中学校ハラスメントの防止

に関する要綱（平成１１年亀岡市教育委員会

告示第３号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市立学校ハラスメントの防止に関

する要綱 

 第１条中「小学校及び中学校」を「小学校、

中学校及び義務教育学校」に改める。 

（亀岡市立小学校及び中学校児童生徒の就学

に関する事務処理規程の一部改正） 

第２条 亀岡市立小学校及び中学校児童生徒の

就学に関する事務処理規程（平成１４年亀岡

市教育委員会告示第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市立小学校、中学校及び義務教育

学校児童生徒の就学に関する事務処理

規程 

 第５条第１項中「小学校又は中学校」を

「小学校、中学校又は義務教育学校」に改め、

同条第２項中「一に」を「いずれかに」に改

め、同項第１号中「小学校６年生及び中学校

３年生」を「小学校６年生及び中学校３年生

並びに義務教育学校６年生及び９年生」に改

め、同項第２号中「小学校３年生」を「小学

校３年生及び義務教育学校３年生」に改める。 

 第６条第１項中「小学校又は中学校（以下

「市立小中学校」という。）」を「小学校、

中学校又は義務教育学校（以下「市立学校」

という。）」に、「市立小中学校」を「市立

学校」に改め、同条第２項中「一に」を「い

ずれかに」に改める。 

 第７条の見出し中「小中学校」を「学校」

に改め、同条第１項中「小中学校」を「学

校」に、「小学校又は中学校」を「小学校、

中学校又は義務教育学校」に改める。 

 別記第２号様式を次のように改める。 
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 別記第５号様式中「亀岡市教育委員会 様」を「（宛先）亀岡市教育委員会」に改め、「小・

中学校」を削る。 

 別記第６号様式及び別記第７号様式中「亀岡市教育委員会 様」を「（宛先）亀岡市教育委員

会」に、「亀岡市立小・中学校」を「亀岡市立小学校、中学校及び義務教育学校」に、 

「 

指定学校 亀岡市立       小・中学校（第  学年）

                                」を 

「 

指定学校 亀岡市立            （第  学年）

                                」に改める。 

第２号様式（第２条関係） 

 

                                  年  月  日 

          様 

    保護者   様 

 

                           亀岡市教育委員会  □印  

 

  年度入学期日及び学校指定通知書 

 

 学校教育法施行令第５条の規定に基づき、下記のとおり入学に関する通知をいたします。 

 

記 

 

  通知書番号  

学齢児童生徒氏名  

生 年 月 日      年  月  日 性   別  

指 定 学 校  

入 学 期 日      年  月  日 

備 考  

≪留意事項≫ 

１ 入学式の日時及び就学準備等については、当該学校長からお知らせします。 

２ 入学式の当日は、本通知書と上履きを御持参のうえ、お子様と一緒に御出席ください。 

３ 指定しました亀岡市立小・中・義務教育学校以外の学校に就学される場合は、その学校

の入学許可証（承諾書）と本通知書・印鑑を御持参のうえ、亀岡市教育委員会に届け出を

してください。 

４ 住所を変更された場合や本通知書に誤りがある場合は、亀岡市教育委員会まで御連絡く

ださい。 

５ 本通知書により指定しました学校について、「亀岡市立小学校、中学校及び義務教育学校

児童生徒の就学に関する事務処理規定」第５条に基づき、相当な理由があると認定される

場合は、保護者からの申し立てにより変更することができます。指定学校変更の希望があ

る場合は、本通知を受領後、速やかに亀岡市教育委員会へお申し出ください。 

（指定学校の変更が認められる場合） 

⑴ 入学後１学期中に他の校区に転居することが確実であるために当初から転居予定先の学校に入学したい場合 

  （転居予定先の売買や賃貸借の契約書など、事実が確認できる書類が必要です） 

⑵ 長期にわたる疾病のため、通院中に児童生徒が病院の近くの学校に通学したい場合 

⑶ 特別支援学級への入級該当児童生徒で、指定学校に特別支援学級がない場合 

⑷ その他、教育委員会が特別な事情があると認めた場合 
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 別記第８号様式中「亀岡市教育委員会 様」を「（宛先）亀岡市教育委員会」に改め、「小・

中学校」を削り、「小学校及び中学校」を「学校」に改める。 

 別記第１１号様式中「亀岡市教育委員会 様」を「（宛先）亀岡市教育委員会」に、「亀岡市

立の小・中学校」を「亀岡市立の小学校、中学校及び義務教育学校」に、 

「 

亀岡市立       小・中学校（第  学年）

   立       小・中学校（第  学年）

                           」を 

「 

亀岡市立            （第  学年）

   立            （第  学年）

                           」に改める。 

 別記第１２号様式中「亀岡市教育委員会 様」を「（宛先）亀岡市教育委員会」に、 

「 

    年  月  日生（小・中学校第  学年）

                            」を 

「 

    年  月  日生（     第  学年）

                            」に、 

「 

          小・中学校 亀岡市立      小・中学校 

                                   」を 

「 

 亀岡市立 

                                   」に、 

「小学校及び中学校」を「学校」に改める。 

 別記第１６号様式中「亀岡市教育委員会 様」を「（宛先）亀岡市教育委員会」に、「、亀岡

市立小・中学校」を「、亀岡市立小学校、中学校及び義務教育学校」に、 

「 

亀岡市立       小・中学校（第  学年）

   立       小・中学校（第  学年）

                           」を 

「 

亀岡市立            （第  学年）

   立            （第  学年）

                           」に改める。 

 別記第１７号様式及び別記第１８号様式中「小・中学校」を削る。 

 別記第１９号様式中「小・中学校・」を削る。 
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 （亀岡市就学指導委員会規程の一部改正） 

第３条 亀岡市就学指導委員会規程（昭和５３

年亀岡市教育委員会告示第１号）の一部を次

のように改正する。 

 第４条中「小・中学校」を「小学校、中学

校及び義務教育学校」に改める。 

（亀岡市立小学校の通学路に関する要綱の一

部改正） 

第４条 亀岡市立小学校の通学路に関する要綱

（昭和５８年亀岡市教育委員会告示第３号）

の一部を次のように改正する。 

 附則第２項中「亀岡市立幼稚園及び亀岡市

立中学校」を「亀岡市立幼稚園、亀岡市立中

学校及び亀岡市立義務教育学校」に改める。 

 別記様式中「亀岡市教育委員会教育長 様」 

を「（宛先）亀岡市教育委員会教育長」に改

める。 

（亀岡市学社連携推進委員会設置要綱の一部

改正） 

第５条 亀岡市学社連携推進委員会設置要綱

（平成４年亀岡市教育委員会告示第３号）の

一部を次のように改正する。 

 第３条第２項中「小・中学校」を「小・中

学校、義務教育学校」に改める。 

 

   附 則 

 

 この告示は、平成２９年４月１日から実施す

る。 

 

「掲示済」 

 

訓 令 
 

 亀岡市教育委員会訓令第１号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市立の小学校及び中学校の副校長の専決

等に関する規程の一部を改正する訓令を次のよ

うに定める。 

 

   平成２９年２月２１日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

亀岡市立の小学校及び中学校の副

校長の専決等に関する規程の一部

を改正する訓令 

 

 亀岡市立の小学校及び中学校の副校長の専決

等に関する規程（平成２８年亀岡市教育委員会

訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

 

 題名を次のように改める。 

亀岡市立の小学校、中学校及び義務教育

学校の副校長の専決等に関する規程 

 第１条中「小学校及び中学校」を「小学校、

中学校及び義務教育学校」に改める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２９年４月１日から施行す

る。 
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教育長訓令 
 

 亀岡市教育委員会教育長訓令第３号 

 

               庁中一般 

 

 学校教育法等の一部を改正する法律の施行に

伴う関係教育委員会教育長訓令の整備に関する

訓令を次のように定める。 

 

   平成２９年２月２１日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 田中太郎 

 

学校教育法等の一部を改正する法

律の施行に伴う関係教育委員会教

育長訓令の整備に関する訓令 

 

（学校その他の教育機関の長に対する事務補

助執行規程の一部改正） 

第１条 学校その他の教育機関の長に対する事

務補助執行規程（平成８年亀岡市教育委員会

教育長訓令第１号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条中「小学校及び中学校」を「小学校、

中学校及び義務教育学校」に改める。 

（亀岡市立の小学校及び中学校の副校長の専

決等に関する規程の一部改正） 

第２条 亀岡市立の小学校及び中学校の副校長

の専決等に関する規程（平成２８年亀岡市教

育委員会教育長訓令第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市立の小学校、中学校及び義務教

育学校の副校長の専決等に関する規程 

 第１条中「小学校及び中学校」を「小学校、

中学校及び義務教育学校」に改める。 

（小学校及び中学校の校長に対する事務委任

規程の一部改正） 

第３条 小学校及び中学校の校長に対する事務

委任規程（昭和５７年亀岡市教育委員会教育

長訓令第３号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

小学校、中学校及び義務教育学校の校

長に対する事務委任規程 

 第１条中「小学校及び中学校」を「小学校、

中学校及び義務教育学校」に改める。 

（亀岡市立の小学校及び中学校に勤務する府

費負担教職員の服務に関する規程の一部改

正） 

第４条 亀岡市立の小学校及び中学校に勤務す

る府費負担教職員の服務に関する規程（平成

２年亀岡市教育委員会教育長訓令第１号）の

一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市立の小学校、中学校及び義務教

育学校に勤務する府費負担教職員の服

務に関する規程 

 第１条中「小学校及び中学校」を「小学校、

中学校及び義務教育学校」に改める。 

（亀岡市立の小学校及び中学校に勤務する府

費負担教職員の安全衛生管理規程の一部改

正） 

第５条 亀岡市立の小学校及び中学校に勤務す

る府費負担教職員の安全衛生管理規程（平成

２６年亀岡市教育委員会教育長訓令第４号）

の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市立の小学校、中学校及び義務教

育学校に勤務する府費負担教職員の安

全衛生管理規程 

 第１条中「小学校及び中学校」を「小学校、

中学校及び義務教育学校」に改める。 
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（亀岡市立の小学校及び中学校に勤務する府

費負担教職員の私有車利用による旅行に関す

る取扱要領の一部改正） 

第６条 亀岡市立の小学校及び中学校に勤務す

る府費負担教職員の私有車利用による旅行に

関する取扱要領（平成１９年亀岡市教育委員

会教育長訓令第３号）の一部を次のように改

正する。 

 題名を次のように改める。 

亀岡市立の小学校、中学校及び義務教

育学校に勤務する府費負担教職員の私

有車利用による旅行に関する取扱要領 

 第２条第１号及び第８条第２項中「小学校

及び中学校」を「小学校、中学校及び義務教

育学校」に改める。 

 別記第１号様式及び別記第２号様式中「亀

岡市立   学校長様」を「（宛先）亀岡市

立   学校長」に改める。 

（教材の取扱いに関する規程の一部改正） 

第７条 教材の取扱いに関する規程（昭和５７

年亀岡市教育委員会教育長訓令第１号）の一

部を次のように改正する。 

 第１条中「小・中学校」を「小・中学校及

び義務教育学校」に改める。 

 別記第１号様式及び別記第２号様式中「亀

岡市教育委員会（教育長）様」を「（宛先）

亀岡市教育委員会教育長」に、「小・中学

校」を「小・中学校及び義務教育学校」に改

める。 

（へき地学校等スクールバス運行規程の一部

改正） 

第８条 へき地学校等スクールバス運行規程

（平成２３年亀岡市教育委員会教育長訓令第

３号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項中「小学校及び中学校」を

「小学校、中学校及び義務教育学校」に改め

る。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、平成２９年４月１日から施行す

る。 
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選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１号 

 

 平成２９年３月２日定時登録において選挙人

名簿に登録した者の氏名、住所及び生年月日を

記載した書面を縦覧に供する場所を次のように

定める。 

 

   平成２９年２月２８日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１ 縦覧の場所  亀岡市安町野々神８番地 

         亀岡市役所 

         選挙管理委員会事務局 

 

２ 縦覧の期間  平成２９年３月３日から 

         同月７日 

 

「掲示済」 
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